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1. はじめに
現在幅広く採用されている逆 T字型送電鉄塔基礎の引揚支持力算定式 1),2)は，主に水平地盤に設置された基礎を

対象としている．一方，傾斜地盤などにおける支持力評価は，土被り重量を確保するために谷側最小根入れを確保す

る方法，土すい体重量を確保する方法，または各種経験的方法により行われている 2)．これに対して，本研究では三

次元弾塑性有限要素法を用いて，斜面近傍に位置する逆T字型基礎の引揚支持力評価を行った．基礎設置位置から法

肩までの距離を変化させた検討を行い，その距離がある値を下回ると引揚支持力が急激に低下することを確認した．

また，様々な斜面傾斜角について検討を行った結果，斜面傾斜角の増加に伴って引揚支持力が低下し，また，法肩か

らの距離が小さいほど斜面傾斜角の増加に伴う支持力低下程度が大きいことが分かった．

2. 有限要素解析手法と基礎・地盤の解析モデル

表–1 地盤の材料定数

単位体積重量 γ 18.0 kN/m3

弾性引張限界応力 pi pi = c cotϕ から算定

基準の平均垂直応力 p0 −100 kPa

弾性圧縮指数 κ̃∗ 0.0012

せん断弾性係数

　　定数部分 µe0 20.0MPa

　　圧力依存性係数 αe 200

粘着力 c 10.0 kPa

内部摩擦角 ϕ 30.0 ◦

ダイレイタンシー角 ψ 20.0 ◦

静止土圧係数 K0 0.5

本研究で用いた有限要素解析コードは有限変形弾塑性理論に基づき，

地盤の構成モデルに非関連流動則による弾塑性モデルを導入したもの

である．弾塑性モデルの弾性部分には，体積弾性係数とせん断弾性係数

の圧力依存性を考慮に入れた超弾性モデルを用いた．これはHoulsby3)

が微小変形理論の枠組みで提案した二不変量モデルをベースに対数主

ひずみを用いて有限変形に拡張したもので，さらに引張応力にも適用

できるよう拡張したもの 4) を用いている．降伏関数と塑性ポテンシャ

ル関数は Drucker–Prager型を基本とし，降伏関数にのみ Lode角依存

性を導入した．塑性硬化は考慮していない．

本研究では，東北電力株式会社で数多く用いられている逆 T字型基

礎 18-35型を検討対象とする．基礎の概形と寸法を図–1に示す．基礎

は鉄筋コンクリート製と想定して弾性体としてモデル化した．検討対

象として，斜面近傍に設置された基礎を考える．図–2に水平地盤およ

び傾斜地盤の解析モデル例を示す．対称性を仮定せず全領域解析を行っ

たが，同図は基礎体モデルを示すためスライスして示した．図中に基礎柱体部中心から法肩までの距離 dと斜面傾斜

角 θiの定義を示す．地盤の弾塑性モデルの材料定数を表–1に示す．この値はとくに実験などに基づき定めたもので

はないが，基礎的検討に際し一般的と思われる値を設定したものである．地盤の初期応力については，地盤自重を物

体力として作用させて鉛直応力を設定し，静止土圧係数K0 = 0.5と仮定して水平応力を設定した．

適切な解析条件設定を行うため，水平地盤の引揚解析で予備検討を行った．まず，解析領域の設定について，基礎

中心から解析領域縁端までの寸法を Lとし，領域の水平方向寸法 2L× 2Lのモデルで L = 1 ∼ 6mで解析を行った．

図–3, 図–4に示す結果から，Lを 4m以上に設定すれば解析領域の影響はみられないことを確認したが，傾斜地盤

で地盤変形状態が異なる可能性も考慮し，十分広い領域を取った L = 6mのモデルを基本とする．次に，要素分割
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図–1 逆 T字型基礎 18-35型の概形と寸法
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図–2 水平地盤および傾斜地盤 (d = 3m, θi = 45 ◦) の解析モデル例
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図–3 解析領域の設定による引揚変位－荷
重関係の違い
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図–4 解析領域の設定による引揚荷重の最
大値の違い
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図–5 要素分割による引揚変位－荷重関係
の違い
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図–6 法肩までの距離 d と引揚支持力の
関係
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図–7 土すい体重量法を参考にした斜面近
傍基礎の谷側根入れ深さの定義
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図–8 斜面傾斜角 θi と引揚支持力の関係

について，有限要素の一辺の寸法 le がおおよそ 1.00m, 0.75m, 0.50m, 0.44mの 4ケースの解析を行った．解析結

果を図–5に示す．要素分割を細かくするほど小さい引揚荷重が得られたが，le = 0.50m, 0.44m程度まで細かい分

割を行えば要素分割の影響は小さくなる傾向が確認されたため，以降では le = 0.50m程度の要素分割を行う．

3. 引揚支持力に対する法肩近接程度と斜面傾斜角の影響
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図–9 d = 1mのときの地盤のひずみ分布

様々な傾斜角 θiの斜面について法肩から基礎設置位置までの距離 d

を変化させた解析を行い，斜面近傍に設置された鉄塔基礎の引揚支持

力について検討する．

基礎設置位置から法肩までの距離 dを 1mから 6mまで変化させて

解析を行った．斜面傾斜角の影響も調べるため，θi = 15 ◦, 30 ◦, 45 ◦

の 3ケースを解析した．解析結果を図–6に示す．斜面傾斜角 θi によ

らず，距離 dが 4m以上確保されていれば引揚支持力の低下は見られ

ないが，4m未満になると引揚支持力は低下する．距離 dが小さいほ

ど，また，斜面傾斜角 θiが大きいほど，引揚支持力の低下程度は大き

い．同図には簡易な経験的手法として用いられる土すい体重量法に基

づく谷側根入れ深さD∗
f を右縦軸に取り，距離 dとの関係も赤線で示

した．ここでは，土すい体重量法による傾斜地盤での「谷側根入れ深さ」の考え方を参考に，斜面近傍基礎について

図–7に示すD∗
f を「谷側根入れ深さ」とし，距離 dによるD∗

f の変化を算定した．算定の際，引揚力に抵抗する土の

有効角度は θ = 30 ◦（甲種地盤に相当）とした．この方法によると，dが 3.2m以上であれば水平地盤と同等の D∗
f

を確保できるが，3.2m未満になるとD∗
f が減少し，引揚支持力の低下の可能性が考えられる．

斜面傾斜角 θi と引揚支持力との関係を図–8に示す．d = 3m以下では，θi の増加に伴い支持力低下がみられ，ま

た，dが小さいほど支持力低下程度が大きい．d = 1mでの地盤のひずみ分布を図–9に示す．θi = 10 ◦では谷側・山

側にほぼ対称なひずみ分布であるが，θi が大きくなると谷側のひずみ分布形に変化がみられ，θi = 45 ◦ では法尻に

向かってほぼ水平方向に進展するひずみも顕著である．こうした地盤変形の変化が支持力低下の一因と考えられる．
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